
国民健康保険税賦課方式の変更について
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取手市の賦課方式を３方式から２方式へ
○賦課方式の県内統一 ４方式

(３方式) ２方式

所得割
(世帯の所得)

資産割
(固定資産税)

均等割
(1人当たり)

平等割
(世帯当たり)

所得割
(世帯の所得)

均等割
(1人当たり)

集めるべき額 集めるべき額

※取手市は３方式

　県は｢茨城県国民健康保険運営方針｣におい
て、国民健康保険税の賦課方式を２方式(所得
割・均等割)とし、令和４年度からの統一を目
指すこととしている。

○賦課方式を統一する理由
・簡潔・公平な賦課方式である。
・制度創設時(昭和36年)と比べ、家族形態が
　大きく変わり、県内の国保世帯の約85%が
　1人または2人世帯で、世帯当たりの賦課意
　義の希薄化。
・持続可能な国保制度とするため、県内の賦
　課方式を統一し、保険料水準の統一に向け
　た第一歩とする。
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２方式による県からの交付金
○県特別交付金(県繰入金)の交付

・多子世帯に着目した項目(子どもに係る均等割の軽減措置)を設け、令和４
年度から２方式を実施した市町村に対して、総額５億円を20歳未満の被保
険者数で按分した額を交付。

※一人当たり交付見込額は7,389円で、取手市は12,895,550円交付予定。（1,745人）

※取手市では、平成30年度から18歳以下の被保険者の均等割５割軽減を既に導入済み。

　参考：国は令和４年度から全世帯の未就学児を対象に未就学児に係る均等割について、
　　　　その５割を公費により軽減する。（国1/2　県1/4　市町村1/4）
　

3



賦課方式変更へのスケジュール

4

• 取手市国民健康保険運営協議会開催令和3年11月

令和3年12月

• 取手市国民健康保険税条例改正令和4年1月

• 賦課方式の変更（3方式→2方式）

令和4年3月

令和4年4月

• 議会上程

• 市民への周知（広報・HP等）



国保税の構成(後期高齢･介護保険との関係)
国保税の賦課内容には、後期高齢者医療支援分や介護保険料分も含まれる。

　令和４年度から平等割を廃止、所得割と均等割の２方式へ賦課方式を変更。
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取手市 医療保険分 後期高齢者支援金分 介護保険分(40歳～64歳)

所得割
(1人あたり)

(前年中の総所得金額等
－43万円)×7.5%

(前年中の総所得金額等
－43万円)×1.2%

(前年中の総所得金額等
－43万円)×1.5%

均等割
(1人当たり) 21,000円 10,000円 8,000円

平等割
(1世帯当たり) 19,000円 6,000円 6,000円

賦課限度額 63万円 19万円 17万円



県内の国保料(税)賦課の現況
　市町村は、県が示す国保事業費納付金等を参考に医療保険分、後期高齢者
支援金分、介護保険料分のそれぞれについて、下図の４～２方式のいずれか
の賦課方式で算定し、被保険者に課税している。

　 　 　 　 賦課方式 　　 　 　
　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　

４
方
式

応能割
所得割 　

３
方
式

応能割 所得割
　

２
方
式

応能割 所得割
資産割 　 　

応益割
均等割 　

応益割
均等割 　

応益割 均等割
平等割 　 平等割 　

20市町村 24市町村 0市町村
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近隣市町村等の現行税率(所得割・均等割)
市町村名

医療 支援 介護
市町村名

医療 支援 介護

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

取手市 7.50% 21,000 円 1.20% 10,000 円 1.50% 8,000 円 常総市 6.70% 18,500 円 2.25% 8,000 円 1.85% 9,000 円

土浦市 7.26% 22,800 円 2.36% 7,600 円 2.04% 9,100 円 古河市 7.85% 18,300 円 2.15% 5,100 円 1.50% 11,100 円

つくば市 7.36% 22,400 円 2.42% 8,000 円 1.93% 12,800 円 鹿嶋市 7.50% 16,000 円 2.40% 7,000 円 2.00% 10,000 円

守谷市 6.90% 24,000 円 2.20% 9,000 円 2.20% 18,000 円 神栖市 6.60% 21,500 円 2.50% 6,000 円 1.50% 13,500 円

つくばみらい市 7.40% 18,500 円 1.80% 13,400 円 1.20% 13,700 円 潮来市 6.60% 23,000 円 2.20% 7,000 円 1.70% 15,000 円

利根町 6.60% 21,000 円 1.50% 5,000 円 1.30% 9,000 円 美浦村 8.00% 25,400 円 2.70% 8,300 円 1.60% 17,300 円

阿見町 6.20% 22,000 円 2.20% 7,000 円 1.30% 10,000 円 我孫子市 7.25% 18,000 円 2.25% 6,200 円 1.75% 15,200 円

水戸市 7.15% 23,000 円 2.35% 7,000 円 2.05% 9,500 円 柏市 6.23% 24,720 円 2.35% 11,880 円 1.97% 14,760 円

日立市 9.09% 20,500 円 2.87% 6,400 円 2.58% 14,200 円 松戸市 7.52% 19,500 円 2.35% 7,000 円 2.05% 9,500 円

ひたちなか市 7.28% 18,000 円 1.34% 5,000 円 1.16% 10,000 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
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令和３年度本算定時調定額　2,180,493千円
うち平等割は全体の約16%　　348,134千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取手市国保税の状況（歳入）

40～64歳の加入者の年税額

所得割　所得金額に対して10.2%

均等割　39,000円/人　平等割 31,000円/世帯

現行税率据置きで平等割を廃止すると税収が減少し、賦課
割合(応能割：応益割)のバランスが悪くなる。
　　　　　　　　　　→　50：50が理想とされている。
均等割を上げるなどの税率等の変更により多子世帯等の負
担が増すため、税率改正か基金繰入か検討する必要がある。

現行税率据置のシミュレーション結果
　　　　　　算出調定額　2,009,682千円

1,175,262,115
円 

 54%
657,097,178円  

30%

348,134,007円 
16%

所得割
均等割
平等割

1,244,101,217
円  62%

765,581,526円  
38%

所得割

均等割
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所得階層別世帯加入状況
加入世帯数

所得階層

令和3年度本算定時
の所得階層別世帯加
入状況。

0円世帯(未申告世帯
を含む)が5,700世帯
で最も多く、全体の
33.21%を占めている。

また、0円から100万
円以下世帯が全体の
56.81%で半数以上を
占める結果となって
いる。

当市の現状から見て
応能：応益＝50:50
とするのは難しい。
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税額シミュレーション結果

　
医療分 支援分 介護分

収入見込 備考
所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行(R3年度) 7.5% 21,000円 1.2% 10,000円 1.5% 8,000円 2,180,493 千円 
R3年度本算定時の調定額（所得割・
均等割の他に平等割を含んでいる）

R3年度の
収入を維持 6.9% 40,000円 1.8% 11,000円 1.8% 8,000円 2,427,129 千円

（R3年度との差：246,636千円増）
所得割・均等割が増額となるため，
全ての世帯で負担が増える

現行税率等を
据置き 7.5% 21,000円 1.2% 10,000円 1.5% 8,000円 2,009,682 千円

（R3年度との差：170,811千円減）
平等割廃止分，原則，全ての世帯で
負担が軽くなる

均等割を下げ
低所得世帯の
負担を軽減

7.7% 20,000円 2.2% 7,000円 1.7% 8,000円 2,111,480 千円
（R3年度との差：69,013千円減）
軽減対象世帯では負担が軽くなるが，
軽減対象外世帯の負担が増える

①

②

③



11

令和３年度と各シミュレーションの差

令和３年度（本算定時収入見込）　　2,180,493千円

試算①令和３年度の収入を維持　2,427,129千円（246,636千円増）

試算②現行税率等を据置き　　　2,009,682千円（170,811千円減）

試算③均等割を下げた場合　　　2,111,480千円（69,013千円減）

※　試算②③の場合は、減収分を国民健康保険財政調整基金から繰り入れを行う
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試算①の今後５年間の国保財政推移(歳入)
(千円)

(年度)

2,552,603 2,430,525 2,325,391 2,226,872 2,416,271 2,297,568 

2,193,019 2,083,546 1,979,684 

7,710,184 7,769,123 

7,313,914 7,203,336 7,149,475 7,117,014 7,099,787 7,084,080 

7,069,724 

1,084,661 814,999 
1,014,293 1,408,462 172,925 197,930 193,463 187,412 122,547 

12,324,185 11,967,135 

11,572,005 

11,726,552 

10,577,860 
10,451,701 

10,325,458 

10,194,227 

10,011,144 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

国保税

県支出金

繰越金

合計
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(千円)

(年度)

試算①の今後５年間の国保財政推移(全体)

12,324,185 
11,967,135 11,572,005 11,726,552 

10,577,860 
10,451,701 10,325,458 10,194,227 10,011,144 11,509,187 

10,952,842 
10,163,543 

11,553,627 
10,379,930 10,258,239 

10,138,046 10,071,680 10,005,392 

500,000 400,000 
500,563 

1,622,198 

86,462 98,965 96,731 93,706 61,273 

1,872,631 
2,272,631 

2,773,194 

4,395,392 4,481,854 4,580,819 4,677,550
4,771,256 4,832,529

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

歳入合計

歳出合計

基金積立額

基金残高
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試算②の今後５年間の国保財政推移(歳入)
(千円)

(年度)

2,552,603 2,430,525 2,325,391 2,226,872 1,911,743 

1,795,314 1,692,915 1,585,474 1,483,533 

7,710,184 7,769,123 

7,313,914 7,203,336 7,149,475 7,117,014 7,099,787 7,084,080 

7,069,724 

1,084,661 814,999 
1,014,293 1,408,462 172,925 0 0 0 0 

12,324,185 
11,967,135 

11,572,005 
11,726,552 

9,955,729 

9,633,914 9,514,288 9,391,140 
9,274,843 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

国保税

県支出金

繰越金

合計
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(千円)

(年度)

試算②の今後５年間の国保財政推移(全体)

12,324,185 
11,967,135 

11,572,005 

11,726,552 

9,955,729 9,633,914 9,514,288 9,391,140 9,274,843 

11,509,187 
10,952,842 

10,163,543 

11,553,627 
10,379,930 

10,258,239 10,138,046 10,071,680 10,005,392 

0 0 0 0 
424,201 624,325 623,758 680,540 

730,549 

1,872,631 2,272,631 
2,773,194 

4,395,392 
3,971,191 

3,346,867 
2,723,109 

2,042,569 
1,312,020 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

歳入合計

歳出合計

基金繰入額

基金残高
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試算③の今後５年間の国保財政推移(歳入)
(千円)

(年度)

2,552,603 2,430,525 2,325,391 2,226,872 2,119,277 1,988,964 1,874,343 1,753,748 1,639,204 

7,710,184 7,769,123 

7,313,914 7,203,336 7,149,475 7,117,014 7,099,787 7,084,080 

7,069,724 

1,084,661 814,999 
1,014,293 1,408,462 172,925 0 0 0 0 

12,324,185 11,967,135 

11,572,005 

11,726,552 

10,163,263 
9,827,564 

9,695,716 9,559,414 9,430,514 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

国保税

県支出金

繰越金

合計
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(千円)

(年度)

試算③の今後５年間の国保財政推移(全体)

12,324,185 
11,967,135 

11,572,005 

11,726,552 

10,163,263 9,827,564 9,695,716 9,559,414 9,430,514 

11,509,187 
10,952,842 

10,163,543 

11,553,627 
10,379,930 

10,258,239 10,138,046 10,071,680 10,005,392 

0 0 0 0 216,667 430,675 442,330 512,266 574,878 

1,872,631 
2,272,631 

2,773,194 

4,395,392 4,178,725 
3,748,051 

3,305,721 
2,793,455 

2,218,577 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

歳入合計

歳出合計

基金繰入額

基金残高
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(千円)

(年度)

今後５年間の国保財政推移(歳出)※試算①～③共通

7,360,381 7,424,978 7,039,639 7,369,715 7,330,158 7,266,858 7,204,458 7,142,058 
7,079,658 

3,079,236 2,661,107 
2,188,182 2,074,997 2,406,564 2,352,297 2,298,548 2,298,548 2,298,548 

11,509,187 
10,952,842 

10,163,543 

11,553,627 
10,379,930 

10,258,239 10,138,046 

10,071,680 

10,005,392 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

保険給付

納付金

合計



765,596 766,377 766,554 766,695 31,766,849 
131,767,013 

311,801,652 

512,068,529 612,425,482 
872,631,335 

1,372,631,335 

1,872,631,335 

2,272,631,335 

2,773,194,278 

4,395,392,278 

0 

500,000,000 

1,000,000,000 

1,500,000,000 

2,000,000,000 

2,500,000,000 

3,000,000,000 

3,500,000,000 

4,000,000,000 

4,500,000,000 

5,000,000,000 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

国民健康保険財政調整基金残高推移

国保財政調整基金の現状

(円)

(年度)

※令和３年度末基金残高
　　　　4,395,392千円(見込)
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各シミュレーション結果から
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• 所得割、均等割とも増額となるため(全世帯で負担増)、国保税の大幅な減収は避けられる。
•R4年度以降も繰越金が生じるため、基金積立により基金残高は増える。

試
算
①

• 現行税率を維持するため(原則全世帯で負担減)、平等割分の国保税が減収となる。
•R4年度以降は歳入不足分を、基金繰入で補てんする(繰越金は発生しない)。

•毎年度の基金繰入により、R8年度末の基金残高は約13億円となる。

試
算
②

• 均等割を下げるため、低所得世帯の負担軽減となるが、所得割を上げるため、軽減対象外世帯の負担は
増える。

•国保税は減収となるため、R4年度以降は歳入不足分を基金繰入れで補てんする(繰越金は発生しない)。

•毎年度の基金繰入により、R8年度末の基金残高は約22億円となる。

試
算
③


